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研究成果の概要（和文）：今日、グローバル化への対応が求められている高等教育では、急速な

制度改革が進展しているが、本研究は、２つの取り組み（①かつてフランスの植民地政策のも

とで教育制度が再編・構築された旧仏領インドシナ諸国、および②「欧州高等教育圏」の構築

（高等教育制度の共通化）により国際社会での存在感を高めようとする欧州連合ＥＵ）の調査

を通じて、人材養成制度の観点から産業社会（労働市場・産業界）の視角の重要性を明らかに

した。 

 
研究成果の概要（英文）：Today, the higher education and its degree system are required to meet the 

needs of internationalization /globalization, and the reforms are carried out not only in the developed 

countries but also in developing ones. This research examined two cases: the Asian countries of former 

French Indo-Chine region who are in the big movement of reform of education, and European countries 

moving towards a harmonization of higher education system, and we could confirm that the education 

system should not be analyzed in itself, but together with the various factors such as the labor market, 

the industrial circles, the history of each country.  
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研究分野：経済史・技術教育史・比較高等教育論 
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１．研究開始当初の背景 
（１）グローバル化・ＩＴ革命が進展する中
で、モノ作りの再編を迫られる高度先進諸国
では、「理工系教育の危機」「大学院教育の
拡充」が叫ばれている。同時に、高等教育制
度および資格（学位）制度にはグローバル化

の要請が突きつけられており、教育制度改革
に国際化への対応が求められている。 
 
（２）特に研究代表者は、所属する「国際交
流センター」において、大学間協定締結の支
援などに携わり、海外大学との国際連携学位
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の整備を進めているなかで、ヨーロッパで急
速に進展している高等教育制度のグローバル
化（「ボローニャ・プロセス」、「欧州高等教育
圏の構築」等）を目の当たりにしている。 
 
（３）しかし、他方で、こうした教育制度の
変化に、労働市場や産業界側が短期間で対応
できるのか、といった疑問が沸く。欧州各国
の対応については、教育制度の現状分析はな
されても、各国の歴史的背景に根ざした複層
的な分析は充分に論じられてこなかったと思
われるのである。 
 
（４）そこで、本研究では、18世紀以来世界
的に注目されてきたフランスの高等技術教育
制度（エンジニア養成制度）を手がかりとし
て取り上げ、「教育制度のグローバル化」とい
う課題への対応について、①旧仏領のアジア
諸国（旧仏領インドシナ）における、フラン
ス起源の教育制度の変容と今日の「国際化」
への対応、および②（近年欧州連合ＥＵに加
盟した）中東欧諸国における、欧州統合の影
響による大学および資格の変化、以上の 2 点
を分析することにより、国際化社会の中での
日本の高等技術教育制度の方向性を探る材料
とすることができるのでは、と考えた。 
 
２．研究の目的 
（１）本研究では、フランス起源の高等技術
教育制度を、フランス内外で比較することに
より、教育制度のグローバル化という課題へ
の対応について分析するが、 具体的な目的に
は、次の二点がある。 
① 第一に、従来の教育制度史研究に、経済
史・産業史の観点を盛り込むことにより、常
に乖離的な両者を接合することにある。より
具体的には、制度の現状を紹介するにとどま
らず、そこに至った経緯を明らかにするため、
経済史・産業史の成果を踏まえつつ、アクタ
ーとして各国のエンジニア協会や商工会議所
などの中間団体も視野にいれることで、教育
制度史研究に深化をうながす。 
② 第二に、技術教育制度の目的が、産業社会
で活用される人材を養成することにある点を
意識して、産業社会と技術教育制度の関係に
ついて理論化を進める。 
 
（２）これらの分析を参照軸にして、本研究
は高等教育政策比較を展望する視点から、技
術・教育制度・国際化の 3 者システムには時
代・社会・政策による特色があると考え、今
日の日本の理工系教育の拡充・資格の国際化
といった課題への提言を行うことを目的とす
る。 
 
 
 

３．研究の方法 
 
（１）本研究の分析対象は、主に以下の２つ
である。①旧仏領諸国におけるフランスに起
源をもつ制度の変化と今日の「国際化」への
対応、および②フランスと関係の深かった中
東欧での欧州統合の影響による、大学および
資格の変化、である。研究方法については、
前者は、20世紀前半を中心とする歴史研究が
中心、後者は、近年の現状分析が中心、とい
う異なる作業が必要であったため、以下、そ
れぞれについて記述する。 
 
（２）「①旧仏領諸国における教育制度の変
化および今日の国際化」については、まず技
術教育史および高等教育史について、日本国
内およびフランスの図書館等での二次文献
収集を行い、そのうえで、現地文書館での史
料収集、高等教育機関で近年の状況について
聞き取り調査を試みた。 
主な文献・史料収集先は以下のとおり。 

- カンボジア国立文書館(ANC、プノンペン) 
- カンボジア国立図書館(BNC、プノンペン) 
- ベトナム国立文書館ハノイ分館（ハノイ）
- フランス国立図書館 
- フランス政治学院図書館 
- フランス国立文書館海外文書分館(CAOM, 
エクサンプロヴァンス)  等。 

また、聞き取り調査先は、以下のとおり。 
- カンボジア工科大学（ITC、プノンペン） 
- カンボジア医科大学（プノンペン） 
- プノンペン王立大学(RUPP、プノンペン) 

等。 
 
（３）「②中東欧諸国での、今日の欧州統合
の影響による大学および資格の変化」につい
ては、ヨーロッパ諸国の高等技術教育制度関
係の図書・資料を収集するとともに、フラン
スおよび中東欧の高等教育機関で近年の「ボ
ローニャ・プロセス」のもとでの変化や課題
について聞き取り調査を試みた。 
主な文献収集および聞き取り調査先は、以

下のとおり。 
- ナンシー第二大学（フランス・ナンシー） 
- ブダペスト工科経済大学（ハンガリー・ブ
ダペスト） 
- コメニウス大学（スロヴァキア・ブラチス
ラヴァ） 
- マサリク大学（チェコ・ブルノ） 
- ブラウンシュバイク工科大学（ドイツ・ブ
ラウンシュバイク） 
- フランス学院（ルーマニア・ブカレスト） 
- 欧州大学院（イタリア・フィレンツェ） 
 
（４）さらに、本研究が関心を寄せる「高等
教育機関のグローバル化への対応」をテーマ
とするシンポジウムが、関心の高まりを反映



 

 

してか、当該研究期間に国内外でいくつか開
催された。研究代表者は、こうした機会に国
内外の大学関係者と積極的に意見交換を行い、
特に現状についての知見を深めた。 
 参加した主なシンポジウム等は、以下のと
おり（時系列）。 
- 第５回日仏高等教育シンポジウム（東京・
JACUIE） 
- 日本・ベトナム学長会議（ベトナム・ハノ
イ） 
- 「エラスムス・ムンドゥスの魅力と課題」
（東京・明治大学/駐日欧州連合代表部） 
- 日独学長会議（ドイツ・ベルリン） 
- 日独交流１５０周年記念キックオフシンポ
ジウム「トランスポートとモビリティ－未来
への挑戦－」（東京・JSPS/DAAD） 
- 「質保証と工学教育の国際標準 －ヨーロ
ッパの例に学ぶ－」（豊橋・豊橋技術科学大学） 
 
 
４．研究成果 
（１）「旧仏領諸国における教育制度の変化
および今日の国際化」について 
 
① まず、旧仏領インドシナにおける高等教
育史の文献が極めて少ないため、個々の高等
教育機関の形成についての資料・史料の存在
を整理することから始めた。仏領期の同時代
資料については、対象領域によって、フラン
スがインドシナから撤退後にフランスに引
き揚げたものと、経済・金融など現地での必
要性からベトナムやカンボジアなど現地で
保管されているものがあること、また、ベト
ナムとカンボジアでは史料へのアクセス制
限に大きな違いがあるなど、現地に実際赴い
て直面する困難がかなり大きいことが判明
した。結果として、現地での史料調査は、主
にカンボジアで実施することとなったが、収
集および分析が充分に行えたとはいえず、今
後の課題のひとつである。 
 
② こうした制約のなかで明らかとなったの
は、仏領インドシナでは、全域で均等に教育
の普及が図られたわけではなく、1930 年頃に
上級初等教育の普及の度合いが高い地域は、
現ベトナム沿岸のハノイを中心とする北東
部、ホーチミンを中心とする南東部、現カン
ボジアのプノンペン周辺などであったこと
（これらは今日、大学や工科大学が設置され
ている地域である）、高等教育はフランスの
植民地政策の下で 1918 年にハノイ大学設置
で始まったが、同時に、当時のフランス本国
同様、「職業教育」の制度化も課題として認
識されていたこと、などである。こうしたフ
ランス統治時代の高等技術教育への影響力
については、その後の独立や社会主義化時代
を経てもなお小さくはない。これは、カンボ

ジアにおける技術教育の最高峰であるカン
ボジア工科大学 ITC の構内に「フランス語圏
大学プノンペン事務所」があり、大学構内図
にフランス語が併記されていることに象徴
されている。すなわち、フランス語圏へのア
イデンティティが確認されるだけでなく、カ
ンボジア工科大学生の進学先・留学先として、
フランスの諸大学が視野に入っており、人材
養成システムへのフランスの影響が維持さ
れていると考えることができる。（これにつ
いては、松田・高井「旧仏領アジア諸国にお
ける高等教育機関の形成－戦間期インドシ
ナの同時代文献をもとに」北海道大学大学院
経済学研究科 Discussion Paper、Series B、
No.81, 2009、1－15、にまとめた。 
 
③ 他方で、伝統的なフランスの影響に限ら
ず、カンボジアを含め東南アジアの高等教育
にグローバル化の波が急速に寄せている事
象も発見した。それは、ITC の新しい垂れ幕
がフランス語ではなく英語で標記されてい
ることや、「ITCの修士学位が海外への博士課
程留学に評価されていない」との ITC 副学長
の指摘に見出せるが、さらにこの点を明らか
にしたのが、2009 年の日本・ベトナム学長会
議でのベトナム側の報告である。この会議で
ベトナムは、環境の整備や教育内容の刷新の
ほか、近年日本やヨーロッパなど先進国の大
学で課題となっている「質の保証」や「評価」
を視野に入れた高等教育の国際化への対応
戦略を構想しており、特に迅速に実施するた
めに、先進国の制度を直接取り込んだモデル
大学を複数設置する（ハノイ、ホーチミン、
ダナン等）と報告した。しかも「連携先」の
先進国は、かつて統治下にあったフランスに
限らず、ドイツと連携した大学も既に運営を
始めている。今後は、こうして先進諸国のシ
ステムが「直輸入」で「移植」される過程で、
今日のベトナムの状況に応じて、先進諸国の
システムにどのような変容が加わるのかに
注目したい。そこにこそ、本研究の狙いであ
る「経済史・産業史の観点」が生きてくると
思われる。（これについては、松田「旧仏領
インドシナにおける高等教育の形成と国際
化の課題―ベトナムの取り組みを例に―」静
岡大学国際交流センター紀要、2010、57－67、
にまとめた。） 
 
（２）「中東欧諸国における、欧州統合の影
響による大学および資格の変化」について 
 
① ヨーロッパでは、1999年の「ボローニャ
宣言」で、高等教育制度の共通化を目指して
「2010年までに欧州高等教育圏を構築する」
と謳われた。これには域内の学生移動を促進
する「エラスムス・プログラム」と併せて、
ＥＵ域内の労働力の移動の促進が視野に入



 

 

っていることは知られているが、他方で、こ
の急速な制度改革に対して、各国の歴史に根
ざした教育制度や労働市場や産業界はどの
ように対応するのか、制度設計がそのまま即
実施されるとは考えにくく、とりわけＥＵ加
盟の歴史が浅い中東欧諸国では、対応に差が
あるのではないか。研究代表者は、この点に
関心を寄せてきた。 
 
② まず、中東欧の高等教育機関の国際交流
担当者に、「ボローニャ・プロセス」や「エ
ラスムス・プログラム」の各機関での実施状
況について聞き取り調査を行った。その結果、
「制度の共通化」を目指す取り組みに反して、
個々の機関での実に多様な実態が明らかに
なった。その主な内容は、学生の派遣・受入
のインバランス、これを補うための独自の奨
学金制度の設置、トップダウンによる英語プ
ログラムの開設と領域による差異、外国人学
生向け住居の充実、などであったが、今回の
聞き取り調査では、ＥＵ加盟の歴史が浅い中
東欧の機関において、フランスやドイツの大
学と比して、学生の派遣および受入れについ
て柔軟かつ積極的な取り組みが見られたと
いえる。 
 
③ 他方、ＥＵの主たる構成国であるドイツ
の担当者からは、「ボローニャ・プロセス」
に対する産業界からの反応について言及が
あった。すなわち、欧州高等教育圏で設定さ
れた学位制度「学士3年・修士2年・博士3年」
について、例えば、ドイツでは伝統的に存在
しなかった「修士号」という新たな資格に対
して、労働市場での評価が混乱している、と
いう。この点は、ベルリンでの「日独学長会
議」でも取り上げられている。また、フラン
スの高等教育機関関係者からは、伝統的な教
育制度のひとつである理工系グラン・ゼコー
ルは、「ボローニャ・プロセス」の直接の対
象ではないとして伝統的な資格授与を維持
しているものの、地域の大学とコンソーシア
ムを組んで規模を大きく見せることで国際
社会での評価を意図した策を講じている、と
いう。これらは教育制度の改革の成果と、労
働市場・産業界の対応のズレが明らかになっ
た局面として非常に興味ぶかい。（これにつ
いては、松田「コメンテータ：フランスから」
経営史学会・パネルディスカッション『「現
場主義の国際比較――エンジニアの形成史」
2010、で一部紹介した。） 
 
④ こうした指摘を通じて、高等教育機関に
代表される技術教育制度の目的が、産業社会
で活用される人材を養成することにある点
を意識して、産業社会と教育制度の関係につ
いて考察することの必要性が明らかになっ
たと考えられ、今後も同様の視角で分析を引

き続き行っていきたい、と考える。 
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